
（２）今後の大阪府の居住安定確保に向けた取組の方向性（主な論点（案））
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■住宅セーフティネット法の改正
・住宅確保要配慮者の対象範囲の追加
・居住支援法人制度の見直し
（福祉制度等との緊密な連携、残置物処理業務の追加等）

・市町村の居住支援協議会の設立の努力義務化
・居住支援協議会の設立目標値（人口カバー率）の再設定
・居住サポート住宅制度の新設
・住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の整備
・
・

■居住支援の担い手の変化
・居住支援法人の数
・居住支援協議会の設立数
・協力店、不動産協力店数
・

■社会的状況
・高齢者人口の増加
・単独世帯の増加
・住宅ストック・市場の変化
-セーフティネット登録住宅数の増加
-民間賃貸住宅数の増加
-空き家、空き室の増加
-持ち家率の低下

・大家等の住宅確保要配慮者への
入居に対する拒否感が一定割合残る

・
・

■
・
・
・

今後の大阪府の居住安定確保に向けた取組の方向性（主な論点（案））

論点案①：住宅確保要配慮者の範囲の設定と各属性毎への居住支援施策などはどうあるべきか。

論点案②：地域における居住支援体制の整備に向けた各主体（府、市町村、府協議会、市町村協議会など）の役割や、
住宅施策と福祉施策との連携などはどうあるべきか。

論点案③：改正住宅セーフティネット法により新たに創設される居住サポート住宅等の新制度と、これまで府が取り組んできた
不動産協力店制度やセーフティネット住宅などの既設の登録制度などどうあるべきか。

論点案④：居住安定確保の取組について、現計画の目標への取組と今後の目標設定はどうあるべきか。

今後の大阪府の居住安定確保に向けた取組の方向性について（主な論点（案））

高齢者や障がい者、低額所得者等の住宅確保要配慮者の居住の安定に関する総合的かつ効果的な施策を推進するため、「住まう
ビジョン・大阪」の個別計画として、住宅セーフティネット法に基づく「大阪府賃貸住宅供給促進計画」及び高齢者住まい法に基づ
く「大阪府高齢者居住安定確保計画」を統合し、「大阪府居住安定確保計画」としてR３年１２月に策定。（計画期間R３年度～R１２年度）

計画策定から3年余が経過し、以下の変化があり、大阪府居住安定確保計画の改定に向けた議論が必要

住宅セーフティネットの整備にあたっては、
・地域における住宅確保要配慮者の居住ニーズ等を的確に把握すること

・地域における賃貸人等の意向や居住支援の実態も踏まえる必要があること から
今後ますます市町村等の地方公共団体による主体的な取組が必要
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論点案① 住宅確保要配慮者の範囲と各属性毎の支援施策

《論点案①》
住宅確保要配慮者の範囲と各属性毎への居住支援施策はどうあるべきか。

※第２回部会、第４回部会で中心に議論を予定

・住宅確保要配慮者の範囲が改正住宅セーフティネット法にて新たに追加・改正

・住宅確保要配慮者の各属性による特性はあるものの、共通する課題等も多く、また複数の課題
を持つ住宅確保要配慮者もいるため、府の各種計画による取組と連携するなど、総合的な支援が必要

・

【参考】
○省令で新たに追加・改正される住宅確保要配慮者の範囲
・保護観察対象者、矯正施設退所者、困難な問題を抱える女性が追加・改正

○大阪府居住安定確保計画（R3.12）に掲載の府の関連する主な計画
・住まうビジョン・大阪
・大阪府営住宅ストック活用計画
・大阪府高齢者計画2021
・第５次大阪府障がい者計画
・第４期大阪府地域福祉支援計画
・大阪府子ども総合計画後期計画
・第四次大阪府ひとり親家庭等自立促進計画
・大阪府再犯防止推進計画

26



論点案① 住宅確保要配慮者の範囲と各属性毎の支援施策

（国土交通省資料に追記）

住宅確保要配慮者の範囲（大阪府居住安定確保計画）
・低額所得者 ・被災者（発災後3年以内） ・高齢者 ・障がい者 ・子どもを養育している者（妊婦がいる世帯も含む）
・外国人 ・中国残留邦人 ・児童虐待を受けた者 ・ハンセン病療養所入所者 ・ＤＶ被害者 ・北朝鮮拉致被害者等
・犯罪被害者等 ・生活困窮者 ・更生保護対象者 ・東日本大震災による被災者

・海外からの引揚者 ・新婚世帯 ・原子爆弾被爆者 ・戦傷病者 ・児童養護施設退所者 ・LGBTをはじめとする性的マイノリティ
・UIJターンによる転入者 ・住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者

※下線は大阪府居住安定確保計画において定める者

【参考】

改正法により
追加・改正
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・改正住宅セーフティネット法により市区町村の居住支援協議会の設置が努力義務化された中での市区町村
居住支援協議会の設立に向けた大阪府のこれまでの取組とこれからの役割や、府の居住支援協議会、
市区町村居住支援協議会が担う役割

・居住支援法人や不動産協力店、民間賃貸住宅が少ない地区での居住支援体制の在り方など、
地域特性に応じた居住支援体制の在り方

・居住支援協議会の設置市区町村の人口カバー率の目標値（住生活基本計画（全国計画）の更新
（人口カバー率50％から90％（住生活基本計画（全国計画））

・改正住宅セーフティネット法により、今後ますます求められる住宅施策と福祉施策の連携

・他施策（空き家や空き室活用）との連携

・

《論点案②》
地域における居住支援体制の整備に向けた各主体（府、市町村、府協議会、市町村協議会など）
が担う役割や、住宅施策と福祉施策との連携などどうあるべきか。

論点①

※第２回部会で中心に議論を予定

論点案② 居住支援体制の整備に向けた各主体の役割と施策連携

【参考】
○大阪府居住支援体制連携構築促進事業
・居住支援研修会、交流会
・居住支援連携体制構築促進事業補助金

○大阪府居住支援協議会（Osakaあんしん住まい推進協議会）
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論点案③改正住宅SN法により新たに創設される制度と既設制度の在り方

・改正住宅セーフティネット法で新設される居住サポート住宅の在り方や普及促進の施策

・居住支援法人の在り方や、居住支援法人との連携施策

・大阪府独自のこれまでの取組（大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度）等の役割と今後の在り方

・

※第３回部会で中心に議論を予定

《論点案③》
改正住宅セーフティネット法により新たに創設される居住サポート住宅等の新制度と、
これまで府が取り組んできた不動産協力店制度やセーフティネット住宅などの既設の登録制度
などどうあるべきか。

【参考】
○居住サポート住宅
・供給促進計画にて規模及び設備に係る基準の強化・緩和、
専用賃貸住宅の戸数の基準の強化が可能
（セーフティネット登録住宅は府において基準を緩和）
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論点案③改正住宅SN法により新たに創設される制度と既設制度の在り方

大阪府においては、都市部では一般的に床面積が小
さく家賃相場が高い住宅事情を考慮し、国土交通省
令等で定める基準を緩和

【参考】セーフティネット登録住宅の登録基準
の緩和

大阪府におけるセーフティネット登録住宅の床面積基準
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論点④居住安定確保の取組の目標設定

※第４回部会で中心に議論を予定

《キーワード 》

《論点案④》
居住安定確保の取組について、現計画の目標の進捗と今後の目標設定はどうあるべきか。

・目標①住宅確保要配慮者の入居契約件数

・目標②居住支援協議会の市区町村の人口カバー率

・観測指標 各属性毎の目標整備量の進捗
・高齢者向け住宅の供給戸数
・サービス付き高齢者向け住宅の入居率
・公営住宅における車いす常用世帯向け住宅の供給目標戸数

・大阪府の他計画との連携

・新規の目標設定の必要性（居住サポート住宅戸数等）

・
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